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 評価の基準 、、の評価項目の
詳細は入札説明書による。
 罰則について
 受注者となった場合において、「技術提案
（工事全般の施工計画）」における提案項目
についての評価の結果、「実施義務有」とし
て通知した提案、及び「実施義務無」とし
て通知したもののうち受注者が自ら実施す
ることとした提案が、受注者の責により実
施されていないと判断された場合は、本件
工事成績評定点を最大10点減じることとす
る。
なお、受注者の責によらない場合とは、
災害又はその他特別な事情がある場合等の
ことをいい、発注者と受注者の協議により
決定する。
 賃上げの実施を表明した企業等に関する
評価項目で加点を受けた落札者に対して
は、落札者が提出した表明書により表明し
た率の賃上げを実施したかどうか、当該落
札者の事業年度等が終了した後、速やかに
契約担当官等が確認を行う。本項目で加点
を受けた落札者は、入札説明書に定めると
おり、書類を事業年度等が終了した後、期
限までに契約担当官等に提出するものとす
る。
期限までに書類が提出されない場合又は
確認を行った結果、本取組により加点を受
けた落札者が表明書に記載した賃上げ基準
に達していない場合又は本制度の趣旨を意
図的に逸脱していると判断された場合は、
別途、契約担当官等が通知する減点措置の
開始の日から１年間、政府調達の総合評価
落札方式による入札に参加する場合、本取
組により加点された割合よりも大きな割合
（１点大きな配点）の減点を行う。
なお、共同企業体の場合に、実績確認に
おいて構成員の一部又は全部の者が未達成
となった場合、その後の減点措置は当該共
同企業体、未達成となった構成員である企
業及び未達成となった企業を構成員に含む
共同企業体に対して行う。

４ 入札手続等
 担当部局 〒2318436 横浜市中区北仲通
５57横浜第２合同庁舎15階 関東地方整備
局総務部経理調達課契約管理係 仲里 清
電話0452117413

 専任の監理技術者の配置が義務づけられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある（入札説明書参照）。
 手続きにおける交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の決定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の決定を受けていない者も上記４により申
請書及び資料を提出することができるが競争
に参加するためには、開札の時において当該
一般競争参加資格の決定を受け、かつ、競争
参加資格の確認を受けていなければならな
い。

 配置予定主任（監理）技術者の確認 落札
決定後、工事実績情報システム等により配置
予定の主任（監理）技術者又は技術指導者の
専任制違反の事実が確認された場合には、契
約を結ばないことがある。なお、工事着手日
１週間前を過ぎた日以降は、病休・死亡・退
職等極めて特別な場合でやむを得ないとして
承認された場合の外は、技術者の変更は認め
られない。新型コロナウイルス感染症対策に

よる学校等の臨時休業に伴う育児のため技術
者がやむを得ず職務を継続できない場合、新
型コロナウイルス感染症への感染が疑われる
場合、工期及び工事内容に大幅な変更が発生
した場合についても、やむを得ない場合に含
むものとする。
病休等特別な理由により、やむを得ず配置
技術者を変更する場合は、２又は２に掲
げる基準を満たし、かつ当初の配置予定技術
者と同等以上の者を配置しなければならな
い。また、申請した技術者を変更する場合は、
契約日から工事着手日１週間前までに変更可
能な他の技術者に係る申請書を提出し審査を
受けなければならない。審査の結果、不適合
となった場合は変更できない。
 契約締結後のＶＥ提案等の技術提案 契約
締結後、受注者は、設計図書に定める工事目
的物の機能、性能等を低下させることなく請
負代金額の低減を可能とする工事材料、施工
方法等に係る設計図書の変更について、発注
者に提案することができる。提案が採用され
た場合には、設計図書を変更し、必要がある
と認められる場合には請負代金額の変更を行
うものとする。詳細は特記仕様書等による。

 入札説明書の配付期間、場所及び方法 入
札参加希望者には、次の方法で入札説明書等
を配付する。
 入札情報サービスアドレス
https://www.pas.ysk.nilim.go.jp/
「工事検索・入札公告等→入札公告等・工
事検索条件指定→検索」
 上記によりがたい場合は次の場所で配付
する。
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横
浜第２合同庁舎15階 関東地方整備局総務
部経理調達課 電話0452117413
配付期間：令和４年１月24日から令和４年
４月18日までの土曜日、日曜日及び祝日
を除く毎日、９時30分から18時00分まで。
（最終日は入札書受付締切予定時刻であ
る14時00分）

 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
提出方法：申請書および資料は、電子入札シ
ステムにより提出すること。ただし、発注
者の承諾を得た場合は、紙により持参又は
郵送等すること。なお、電子入札システム
における資料の受付票は、資料の受信を確
認したものであり、資料内容を確認したも
のではない。
提出期間：令和４年１月24日から令和４年２
月25日までの土曜日、日曜日及び祝日を除
く毎日、９時00分から18時00分まで。ただ
し、最終日は12時00分まで。
発注者の承諾を得て持参又は郵送等（書留
郵便等の配達の記録が残るものに限る。以下、
「郵送等」という。）する場合の受付時間は９
時30分から18時00分まで。ただし、最終日は
12時00分まで。
紙により持参又は郵送する場合の提出場所：
上記に同じ。

 入札、開札の日時及び場所並びに入札書の
提出方法 入札書は、電子入札システムによ
り提出すること。ただし、発注者の承諾を得
た場合は、紙により持参又は入札書の提出期
限までに必着で郵送等すること。
入札書の提出期限：令和４年４月18日14時00
分。
紙により持参又は郵送する場合の提出場所：
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横浜
第２合同庁舎15階 関東地方整備局総務部
経理調達課調達係 電話0452117413
開札日時：令和４年４月21日９時40分
開札場所：関東地方整備局入札室

 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法 令和４年３月18日から令
和４年４月18日14時00分まで（利付国債の提
供の場合は令和４年４月４日まで）
〒2318436 横浜市中区北仲通５57横浜
第２合同庁舎15階 関東地方整備局総務部経
理調達課 電話0452117413
持参又は郵送等により提出すること。

５ その他
 手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行横浜中代理店（横浜銀行本店））。た
だし、利付国債の提供（取扱官庁 関東地
方整備局）又は銀行等の保証（取扱官庁
関東地方整備局）をもって入札保証金の納
付に代えることができる。また、入札保証
保険契約の締結を行い、又は契約保証の予
約を受けた場合は、入札保証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行横浜中代理店（横浜銀行本店））ただ
し、利付国債の提供（取扱官庁 関東地方
整備局）又は金融機関若しくは保証事業会
社の保証（取扱官庁 関東地方整備局）を
もって契約保証金の納付に代えることがで
きる。また、公共工事履行保証証券による
保証を付し、又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は、契約保証金の納付を免除
する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
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